





固定資産税 (および都市計画税､ 以下､ 総称して ｢固定資産税等｣ とい
う) を過大に課税されていた納税者が､ 課税主体である地方自治体 (市)
を相手取り､ この課税に従って過大に納付した金額 (以下､ ｢過大納付額｣

































































については､ 前田順司 ｢国家賠償訴訟と行政訴訟との関係｣ 村重慶一編 『現代民事裁判の課題
⑩国家賠償』 (新日本法規､ ) 
頁 [頁以下]､ 芝池義一 『行政救済法講義』 (有斐閣､
第版､ 	) 
頁以下等参照｡
て (行政不服審査法 (以下､ ｢行審法｣ という) 条項) である (以下､
これらの争訟を総称して ｢取消訴訟等｣ という)｡
しかし､ 通説的見解は､ 取消訴訟等によらずに国家賠償請求訴訟を提起
























() 塩野宏 『行政法Ⅰ』 (有斐閣､ 第版､ 

) 頁､ 芝池・前注()頁､ 宇賀克也 『行
政法概説Ⅰ』 (有斐閣､ 第版､ 

) 
頁｡ たとえば､ 公務員が免職された場合に､ 公務員
としての地位を確保するためには当該免職処分の取消しを求めて争う必要があるが､ 公務員と
しての地位の確保は望まずただ免職によって被った損害の賠償を求めたいのであれば､ 当該免
職処分の取消しを求める必要はなく､ 国家賠償請求訴訟を行えばよいことになる｡ なお､ この
ように解する前提として､ 行政行為の公定力の及ぶ範囲が問題となるが､ その点については後
注()参照｡
法条) と実質的に同一になるといえる｡ このように､ 取消訴訟等と国家
賠償制度の効果が実質的に同一になる場合にも､ なお上記の行政処分一般
についての考え方と同じく､ 取消判決 (または審査請求に対する取消裁決






定説) がある｡ この見解に立つと､ このような国家賠償請求は､ その課税
処分が取消訴訟等により取り消されていない限り､ 棄却されることになる｡
否定説の理由は､ 大きく次のつに分けることができよう(５)｡






ろう｡ 同教授は､ ｢更正処分を取消訴訟の排他的管轄に服させる目的､ 換
沖縄法学 第号 ()
－－
() もっとも､ この問題を特段述べることなく国家賠償請求を肯定する見解もみられる｡ たとえ
ば､ 石島弘 ｢納税者の救済と訴訟類型｣ 芝池義一ほか編 『租税行政と権利保護』 (ミネルヴァ
書房､ 	) 頁 [






(	) なお､ 本文にあるとおり､ 否定説も処分が無効である場合には取消訴訟等を経ないで国家賠




講義』 (有斐閣､ 第版補正版､ 
) 	頁､ 宇賀・前注()頁等参照｡
言すれば､ 更正処分に公定力を認める目的が､ ……､ 国による金銭の迅速
な入手と維持を可能にすることにあるとすれば､ 設問の場合において裁判
所がの国家賠償の請求を容認することができないのは､ 明らかである｡

















() 山内一夫 ｢行政行為の公定力について 違法な更正処分と国家賠償｣ 山内一夫・雄川一郎
編 『演習行政法』 (良書普及会､ ) 	頁 [
頁]｡





() 塩野・前注()頁｡ 公定力の及ぶ範囲に関しては､ ①行政行為の効果の有無の有権的判
断権の排他性のみをいうのか､ ②およそ行政行為の法的要件の充足の欠如 (つまり違法性) 一
般についての有権的認定権の排他性までも含むのかが問題となると指摘される (藤田宙靖 『行
政法Ⅰ』 (青林書院､ 第	版､ ) 頁)｡ ②の見解を採れば､ 行政行為について取消判決
等を得ない限り､ 国家賠償請求訴訟においてその行政行為の違法を主張することは許されない




ゆる公定力の範囲をめぐる一考察－｣ 田中二郎先生古稀記念 『公法の理論 (上)』 (有斐閣､ )
頁 [頁]､ 前田・前注()
	頁､ 宮崎良夫 『行政争訟と行政法学』 (弘文堂､ 増補版､


























() 村重慶一 ｢損害賠償 () ――一般的問題｣ 小川英明・松沢智編 『裁判実務大系租税争訟
法』 (青林書院､ ) 頁 [	
頁]｡ 同旨､ 上野至 ｢行政訴訟と国家賠償訴訟との関係｣ 村
重慶一編 『裁判実務大系国家賠償訴訟法』 (青林書院､ ) 頁 [	頁]､ 岩崎政明 ｢課





税課税誤りの救済――｣ 山田二郎先生喜寿記念 『納税者保護と法の支配』 (信山社､ ) 
頁 [頁]｡ なお､ 碓井教授は､ ｢納税者の租税争訟費用の負担――アメリカ合衆国の例と若干
の提案――｣ 北野弘久教授還暦記念論文集 『納税者の権利』 (勁草書房､ ) 頁 [頁




















































() 遠藤博也 『国家補償法上巻』 (青林書院新社､ ) 	頁｡ なお遠藤教授は､ 国家賠償請
求を認めるべきもうつの理由として､ 国家賠償請求訴訟による方が､ 比較的容易に弁護士費





以外の請求においては容易には認められないこと) を考えると､ 遠藤教授の指摘する ｢実践的
な理由｣ もたしかに妥当しそうである｡ なお､ 納税者が固定資産税等の過大納付額､ 慰謝料お
よび弁護士費用を損害として国家賠償請求訴訟を提起した後､ その訴訟の係属中に上級行政庁


























｢まず､ 否定説は､ 国家賠償請求権の憲法上の根拠である同条 『何人
も､ 公務員の不法行為により､ 損害を受けたときは､ 法律の定めるところ





() なお､ 遠藤教授のいう ｢目的｣ は､ 文脈からみれば ｢効果｣ と理解する方が適切なように
思われる｡
() 阿部泰隆 『政策法務からの提言』 (日本評論社､ 		
) 	頁｡
() 占部裕典 『租税法の解釈と立法政策Ⅱ』 (信山社出版､ ) 頁 (初出､ ｢課税処分をめ
ぐる国家賠償訴訟の特殊性｣ 波多野弘先生古稀祝賀記念論文集 (清文社､ 			) 頁 [頁])｡



















以上の否定説､ 肯定説のほか､ 金銭を目的とする行政処分について､ そ
の違法を理由とする国家賠償請求が認められるためには､ 公務員に単純な






























なお､ 都市計画税については､ 課税客体 (課税物件) に違いはあるもの
の()､ 課税標準や賦課期日､ 納期等が固定資産税と同一とされ (地方税















() なお､ 地方団体 (その意義については地方税法条項号参照) の住民に対する地方税
の賦課徴収は､ 条例に基づいて行われなければならず (同法条項)､ 固定資産税等の課税
の内容についても本来は当該地方団体の条例の内容に触れるべきことになるが､ 本稿では､ 裁
判例の検討箇所を含めて､ 条例の内容には言及しない｡
される (地方税法条)｡ すなわち､ この賦課期日において当該市町村の
区域内に固定資産 (土地､ 家屋および償却資産｡ 同法条号ないし
号) を所有する者に対し (同法条､ 条)､ 賦課期日におけるその固
定資産の価格 (適正な時価｡ 同法条号) で固定資産課税台帳 (同条
号ないし号参照) に登録されたもの (以下､ 単に ｢登録価格｣ という




価格が幾らであるかを評価し､ かつ､ 後の裁判例でも問題となる ｢住宅用
地に対する固定資産税の課税標準の特例｣ (同法条の の ､ 以下､
｢住宅用地特例｣ という) といった法定の減免事由に当たる場合にはこれ














() 課税標準とは､ 課税客体 (講学上は課税物件という) を金額､ 価額または数量等で表したも
のをいう (金子宏 『租税法』 (弘文堂､ 第版､ ) 	－
頁､ なお課税物件については
同頁)｡ 固定資産税でいえば､ 課税物件は固定資産であり､ 課税標準はその登録価格である｡








このように､ 固定資産税の課税は､ 租税行政庁 (市町村長またはその委
任を受けた市町村職員) が第一次的に行う仕組みとなっている｡
() ｢価格｣ の決定に関する定め
()で述べた仕組みに関連して､ 固定資産の ｢価格｣ の決定についても､
租税行政庁が第一次的に行う仕組みが採られている｡
具体的には､ 固定資産の ｢価格｣ は市町村長が決定すべきものとされ､
またそれは､ 市町村に設置された固定資産評価員による評価に基づいて決




ないが (同法条項)､ 固定資産評価基準に従う限り､ 固定資産税課税
の重要な要件である固定資産の価格の決定も､ 第一次的に市町村長に委ね
られていることになる｡
これに対し､ 固定資産のうち償却資産については､ その所在､ 種類､ 数
量､ 取得時期､ 取得価額､ 耐用年数､ 見積価額その他償却資産課税台帳の
登録および当該償却資産の価格の決定に必要な事項の申告義務が納税者に
課されており (同法	条)､ また､ 住宅用地の所有者に対しても､ 当該市
町村の条例で定めることによって､ 固定資産税の課税に必要な事項の申告
義務を課すことができるとされている (同法	条)｡ しかし､ これらの申















､ 条号)｡ そのため､ 課税された税額が過大であると考える納税者
は､ まず行審法に基づく不服申立て (審査請求または異議申立て) をして



























をしなければならない (同法条項)｡ また､ 審査の申出に対して同委
員会が行った決定になお不服がある納税者は､ 当該決定があったことを知っ
た日からか月以内に当該決定の取消訴訟を提起しなければならない (同




的な手続 (審査請求または異議申立て) とは異なるものの､ その申立 (申
出) 期間が日と制限されていることや不服申立前置主義が採られている























評価の不服審査制度に関する考察｣ 山田二郎先生古稀記念論文集 『税法の課題と超克』 (信山
社出版､ ) 頁 [－頁] 参照｡
第年度については同法条号および号)()､ これに対応して､ 登
録価格についての審査の申出も､ 原則として基準年度の登録価格について










もっぱら地方税 (特に固定資産税等) であり､ 反対に国税に関しては見当
たらない(






所得税､ 法人税､ 相続税､ 消費税といった国税では､ 税額確定の方式と
して申告納税方式 (国税通則法	条項号) が原則的に用いられており､






() このような制度が採られている理由は､ ｢租税収入及び税負担の安定､ 課税事務の簡素合理
化を図る｣ ことにあると説明される (川村・前注()	頁)｡
(



















これに対し､ 賦課課税方式を採る租税の場合､ 課税処分 (賦課決定) は
課税の度に常に行われるものであって､ 例外的な手続ではない｡ また､ 固
定資産税の場合､ 固定資産の評価を行うに当たっては､ ｢納税者とともに
する実地調査､ 納税者に対する質問､ 納税者の申告書の調査等のあらゆる
方法｣ によって ｢公正な評価｣ をするよう求められてはいるが (地方税法
条項)､ 実地調査等は ｢あらゆる方法｣ の例示にすぎず､ また ｢公正
な評価｣ を行うことも ｢努めなければならない｣ と努力義務に止められて
いるため (同項)､ 国税に比べると､ 納税者に対する調査が行われること
は少ないのではないかと推測される (第・() で検討するとおり､ 後述
する裁判例の事案にもこのような調査を行っていなかったものが見受けら






() さらにいえば､ 過少申告の場合にも更正がされることはむしろ例外であって､ 税務職員が
納税者に対し修正申告を求め､ 納税者もこれに応じて修正申告を行うことにより処理されるの






在する県等も含む) 中､ 実地調査 (対面踏査) を行っている団体の割合は､ わずか
	％にと
どまる｡ なお､ 上記調査結果は同センターのウェブページに掲載されている (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() たしかに､ 土地および家屋の登録価格については､ 平成年度の地方税法改正後､ 当該市
町村内の他の土地および家屋の登録価格と比較する機会が納税者に保障されており (土地価格
等縦覧帳簿および家屋価格等縦覧帳簿の縦覧制度｡ 同法条項)､ 納税者においてもこの制
度を利用すべきであるとはいえる｡ しかし､ 現実に､ 納税者が縦覧制度を利用するのが一般的
といえるのでなければ､ やはり課税の誤りに気付かないまま不服申立期間を過ぎることは珍し
くないといえよう｡ また､ 縦覧制度が初めて実施された時期の指摘であるが､ 同制度により他
の土地または家屋の登録価格は公開されても､ その根拠について市町村職員が説明することは
プライバシーの関係によりできないため､ かえって納税者の不信感を増すことになるのではな








































号頁 ()､ 山代義雄・判自号頁 ()､ 伴義
聖・大塚康男・判自号頁 ()｡
() なお､ 同判決は､ 八潮市が控訴をせず､ 確定している｡
服申立てや取消訴訟の趣旨・目的と国家賠償請求のそれとが法的に異なる
ことを挙げており､ これは学説における肯定説の理由 () と同じである
(否定説が指摘する事実上の目的 (効果) の同一性については､ 判決では
特に触れるところがなく､ 特段重視しなかったのではないかと思われる)｡





















































() 本文②の請求は､ の共同相続人である､ によるものである｡ 相続税の課税標準た
る課税価格は相続により取得した財産の価額であり (相続税法条の)､ それは相続時の時
価により評価すると定められているが (同法条)､ その時価の評価は､ 実務上､ 財産評価基
本通達 (昭和	年月日直資(例規)､ 直審 (資) 
) の定めによっている｡ 本件土地は､
固定資産課税台帳の登録価格に国税局長の定める倍率を乗じて計算した価額でその時価が評価
される土地であり (倍率方式｡ 同通達､ )､ 本件土地の地積が過大に登録されその登録価
格も過大であったことから､ ､ らは､ 相続税の申告に当たっても本件土地の時価を過













らわれ､ 肯定するものと拮抗する状況にある｡ ここでは､ で挙げる冷凍
倉庫に関する事案以外のものについての判決をみておきたい｡
() 大阪地判平成年月日判自号	頁()























() 評釈として､ 江原勲・税巻号	頁 ()｡




























説を採ったもの (否定説の理由 () と根拠を同じくするもの) である()｡
() 東京高判平成年月日裁判所ウェブページ行政事件裁判例
高裁判決で国家賠償請求を否定する判断を示したおそらく初めての判決










() なお､ 同判決に対しては納税者から控訴された後､ 取り下げにより終了している｡
() 当該納税者は他に､ ①横浜市長を相手方として平成年度の登録価格の修正等を求める義
務付けの訴えを (行訴法条項号)､ また②横浜市を相手方として平成年度分以前の過
大納付額 (過納金) 等の不当利得返還請求をしていたが (国家賠償請求は予備的主張である)､
いずれも退けられている｡
し､ 本判決もこの判断を支持した()｡
もっとも､ 本判決は､ 平成年度における当該建物の価格の評価 (その









一方､ () の東京高判平成年月日と反対に､ 高裁判決で国家賠償
請求を肯定したおそらく初めての判決が､ 大阪高判平成年月日であ

































うべき法令上の根拠は見出し難い｡｣ と述べて､ 控訴人の請求を退け､ 被





月日 (本章) と同様､ 行政処分の取消請求と国家賠償請求との要件等




























倉庫の ｢価格｣ すなわち適正な時価の評価に関して､ 固定資産評価基準
は､ その用途に応じて次のつに区分し､ 評価方法を異ならせている (同
基準第章第節一・三､ 第節二)｡
① 一般用のもの｡























































これに対し､ 名古屋高判平成年月日は､ 肯定説の立場を採り､ 納
税者 (社) らの課税主体 (名古屋市) に対する国家賠償請求を認めた｡









() もっとも､ 本判決が地方税法条項の趣旨として ｢登録価格の決定には専門的､ 技術的




ず､ 登録価格の決定における専門技術性に配慮するのであれば､ むしろ､ 固定資産の評価に関
する知識および経験を有する者から選任される固定資産評価員 (同法条項) に見直しを
させる方が効果的であって､ 争訟方法としては市町村長に対する異議申立てを採る方が適して
いるように思われるからである｡ また､ 前注 (	) の最判平成年月	日が述べる趣旨と整
合するのかも疑問である｡ なお､ 固定資産評価審査委員会の位置付けについての議論に関する
碓井・前注(	)－頁も参照されたい｡
() 評釈として､ 拙稿・税務号頁 ()｡ ただし､ 本判決に対する上告等の経過につ
いては､ 本稿の記載が正しい｡
の活動により生じた損害の賠償を目的としているのであって､ 行政処分の
法的効果を直接否定するものではない｡ このように､ 両制度は､ その目的､
効果 (処分の遡及的取消しに対し､ 事後的金銭による補填)､ 期間制限等












もっとも､ 本判決は､ 課税処分の違法を理由とする国家賠償請求 (過大
納付額を損害として請求するもの) を認めることが､ 取消訴訟に出訴期間
を定めた法の趣旨に反することにもなりかねない結果が生じうると指摘し､
｢その場合には､ 侵害行為の態様及びその原因､ あるいは､ 当該課税処分
発動に対する被害者側の関与の有無・程度等に照らし､ 権利の濫用等の法
理によって､ 国家賠償請求が許されないとされる場合もありうるとするこ







() 本判決は､ 納税者 (控訴人) らが､ ｢平成年春ころ､ 本件各倉庫につき､ 法人税における
企業会計基準に基づく固定資産評価と固定資産課税明細書における評価額の食い違いに疑問が
















また､ 本判決は､ 被告大阪市の ｢地方税法所定の救済手続を経ることな
く､ 課税処分の違法を理由とする国家賠償請求は許されない｣ という主張

























































































































































機能) といった､ いわゆる損失補償制度と共通する機能だけでなく､ 違法
な国家活動に対し制裁を加え､ これを抑止しまたは排除するという機能
(制裁機能､ 違法行為抑止機能､ 違法状態排除機能) をも有すると解され
ている(











() 阿部泰隆 『行政法解釈学Ⅱ』 (有斐閣､ 	) 頁は､ 出訴期間の趣旨が行政上の法律関
係の安定と円滑な運営を確保することにあると説明されることに関し､ 先行する処分 (課税処
分､ 都市計画決定等) が争われたからといって後続する処分 (滞納処分､ 区画整理等) をしな
いわけではないから (未確定執行の原則)､ この理由も弱いと指摘し､ さらに､ ｢特に､ 出訴期
間が後続処分の効力を維持するために必要だと考えるなら､ 取消判決の効力は､ 後続処分の効
力自体には影響を与えないとして､ 例えば､ 課税処分の取消訴訟中に､ 差押え物件が公売され
た場合､ 課税処分が取り消されたら､ 税金は返還するが､ 差押え物件は､ もはや､ 落札者また
はそれからの譲受人から取り返せないと定めればよい｣ と述べる等し､ 結論として､ ｢出訴期
間は原則として不要であり､ 必要な場合に特別に個別に規定を置けばよい｣ と主張する (同	
頁)｡ 筆者も共感を覚える｡
(
) 宇賀克也 ｢国家責任の機能｣ 高柳信一先生古稀記念論集 『行政法学の現状分析』 (勁草書房､
		) 頁以下､ 同・前注(

















また､ その点を措いても､ 本稿で挙げた裁判例での課税当局の対応 (過
大な課税の原因) をみると､ 課税主体に応訴の負担もさせるべきでないと
いうのは､ あまりにも行政の都合に偏りすぎた主張ではないかと思われる｡
































イ 冷凍倉庫 (家屋) の ｢価格｣ の評価が問題となった前掲名古屋高判平
成	年月	日 (第・(	)) においても､ 同判決がいうように､ ｢本
件各倉庫の構造､ 用途､ 使用状況等は､ 被控訴人 [筆者注：名古屋市]























ウ さらに､ 前掲広島地判平成年月日 (第・()) のように､ 登
記官の地積の誤記が原因となった事案についても､ 分筆前の地積 (
	























いた)｡ 日下・前注(	)頁は､ 実地調査や納税者からの申告 (住宅用地特例等) に係る事務








































































失の立証責任は､ 損害賠償請求をする被害者にあると解されている (我妻榮ほか 『我妻・有泉
コンメンタール民法－総則・物権・債権－』 (日本評論社､ 第版､ 
) 頁)｡ なお､ 国
賠法条項の違法性が行政処分の違法性とは異なるとの見解 (違法性相対説) に立つ場合は､
違法性のレベルで国家賠償請求と行政処分の取消請求とは要件を異にすることになる (前掲大
阪地判平成年	月日 (第・()) がこの点に言及している)｡ 違法性同一説と違法性相
対説の対立については､ 喜多村勝 ｢行政処分取消訴訟における違法性と国家賠償請求事件に
おける違法性との異同｣ 藤山雅行編 『新・裁判実務大系第巻行政争訟』 (青林書院､ )

















る｡ 人見教授は､ ｢金銭の徴収・給付を目的とする行政処分の場合に､ 国
家賠償訴訟が当該処分の取消訴訟と同一の結果をもたらすのは､ 金銭とい
うものの特質に由来することであって､ 取り立てて特にこの場合に処分の
公定力との調整を図るまでもない､ とも考えられる｡｣ と述べて()､ つ
の請求の効果が事実上同一になることを特別視する必要はない旨を指摘す
るが､ 筆者もこの指摘には賛成である()｡










条項)､ 実際にも前掲大阪高判平成年月日 (第・()) は､ 納
税者が地方税法条項所定の事項にかかる申告書を提出していなかっ
































ており､ 課税庁により重い責任が認められること､ および､ ④上記申告書についての納税者の
申告義務に関して市町村が積極的に広報活動をしていないのではないかという疑問があること




本稿では､ 納税者の課税主体 (市町村) に対する請求の可否について検
討したが､ 固定資産税等の過大な課税に関しては､ 市町村が自主的に､ 法
定納期限から年という減額賦課決定の期限を超えて過大納付額を返還す
る場合も少なくなく､ その法的根拠を何に求めるかという問題も存在す


























(	) 同条後段の年の期間は､ ｢時効｣ との文言にかかわらず､ 除斥期間と解するのが判例 (最
判平成元年月日民集
巻号頁)､ 通説であり､ 除斥期間には中断がなく､ また援用
を要しないで期間の経過と共に権利を消滅させると解されているため､ 過大納付額の納付 (徴
収) 時から年を超えるとその損害賠償請求は不可能となる｡
